
８，９５４ 人

 ●町の貯金と借金 （一般会計　令和３年度末）

貯金 借金

町民１人当たりの貯金 町民１人当たりの将来にわたる負担

財源を調整する為の積立金残高・・ 10億8,135万円

借金を返す為の積立金残高・・・・・・ 5億721万円

その他の積立金残高・・・・・・・・・・・・ 13億6,097万円

 ●町民１人あたりの歳出決算額（一般会計）
※町の歳出経費を令和４年３月末の人口８，９５４人で割って計算しています。

まちの財政（一般会計）を、年間収入３００万円の家庭に置き換えてみると

１ケ月当たりの収入支出は･･･

※四捨五入処理しておりますので合計が合わない場合があります。

8.8％

事業収入66,891円

4.2％

7.2％

（町税）

パート収入

（使用料など）

4.9％

小　計

その他

（繰越金、諸収入）

預金引出し

（基金の繰入れ）

親などからの援助

（地方交付税・補助金など）

10.4％

11,541円

42,160円

（物件費） 4.4％

小　計
17.9％

（補助費等）

家の新築・改築など

家や車の補修費

（普通建設事業費）

（維持補修費・災害復旧費）

町内会費・寄付金

収入合計支出合計

ローン返済

（公債費）

子どもへの仕送り

（繰出金）

預金（貯金）

9.9％

9,892円

（積立金）

16,958円

100.0％

借入金

（町債）

23,318円

250,000円235,531円

100.0％

11,000円

令和４年３月末住民基本台帳人口

22,000円

２９億４，９５３万円 ５７億５，１４３万円

約６４万２千円約３２万９千円

支出（283万円／年間）

９３万円／年

収入(300万円／年間）

自
主
財
源

生活費など

（人件費・扶助費）

光熱水費、車の購入など

40,276円

28.4％

17.1％

24,495円

支　　出 収　　入

19,000円

7.6％

19.6％

182,000円

72.8％

15,000円

49,000円

依
存
財
源

6.0％

0.4％

1,000円

201,000円

80.4％

令和３年度に町民の皆さんに納めていただい
た税金や、国・県からの補助金・地方交付税な
どがどのくらい入り、どのように使われたかを
示す一般会計等決算の概況を次のとおり公表し
ます。
８８億８，２５７万円の歳入(収入)に対して

８３億６，８４８万円の歳出(支出)があり、差
し引き５億１，４０９万円は令和４年度に繰越
しました。

ぜひご覧下さい!!

上記のうち、地方債（借金）の種類ごとに異なり

ますが、毎年返済する元金と利子の30％～100％

が地方交付税（国から全国の市町村に配分される

お金）において措置されます。



（単位：万円）

年度 令和２年度 令和３年度

款 決 算 額 決 算 額

7,528 7,432 △ 1.3

238,675 155,056 △ 35.0

200,497 226,012 12.7

68,875 72,477 5.2

0 0 0.0

67,978 71,463 5.1

4,369 6,197 41.8

46,577 65,524 40.7

53,821 26,193 △ 51.3

56,243 114,313 103.2

21,227 32,055 51.0

58,376 60,126 3.0

0 0 0.0

824,166 836,848 1.5

（単位：万円）

年度 令和２年度 令和３年度

款 決 算 額 決 算 額

79,659 78,530 △ 1.4

32,307 35,675 10.4

318,644 339,118 6.4

13,401 13,463 0.5

210,150 187,275 △ 10.9

74,143 84,428 13.9

10,851 22,506 107.4

10,110 13,108 29.7

5,306 1,271 △ 76.0

37,194 45,433 22.2

77,834 67,450 △ 13.3

869,599 888,257 2.1

前年度比
（ ％ ）

町 税

地方譲与税等

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農林水産業費

一般会計の目的別歳出決算の状況

商 工 費

予 備 費

前年度比
（ ％ ）

議 会 費

総 務 費

合 計

繰 入 金

繰 越 金

県 支 出 金

財産収入及び諸収入

寄 附 金

町 債

８３億６，８４８万円

合 計

●収入

国 庫 支 出 金

●支出

負担金及び使用料

地 方 交 付 税

　決算額(一般会計)は、令和２年度と比較して１億２，６８２万

円、１．５％の増となりました。

　目的別に見てみますと、教育費で５億８，０７０万円、１０３．

２％の増と大幅に増えておりますが、これは、中学校校舎改築事業

によるものです。また、災害復旧費においても、令和２年７月豪雨

災害の復旧などに伴い、１億８２８万円、５１．０％の増となって

おります。

　民生費では新型コロナウイルス感染症対策に伴う住民税非課税世

帯等に対する臨時特別給付金や子育て世代への臨時特別給付金など

の実施により２億５，５１５万円、１２．７％の増となっておりま

す。

　公債費（借金返済）につきましては、１，７５０万円、３．０％

の増となっております。

　決算額(一般会計)は、令和２年度と比較して１億８，６５８万

円、２．１％の増となりました。

　主な増額の要因としましては、令和３年度の国税収入の増額補正

等に伴い、普通交付税の再算定が行われたことによる普通交付税の

増などがあげられます。

　収入総額の３８．２％を地方交付税（国からの配分金）が占めて

おり、町税におきましては固定資産税の減などにより、令和３年度

については１．４％の減となりました。地方交付税等の依存財源に

頼った財政運営となっておりますので、今後、地方交付税が減額さ

れることになりますと更に厳しい財政運営を迫られる事になりま

す。

一般会計の歳入決算の状況８８億８，２５７万円

 　８３億６，８４８万円

８８億８，２５７万円

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

町税

8.8％

地方譲与税等

4.0％

地方交付税

38.2％

負担金及び使用料

1.5％

国庫支出金

21.1％

県支出金

9.5％

財産収入及び

諸収入

2.5％

寄附金

1.5％

繰入金

0.2％
繰越金

5.1％

町債

7.6％

議会費

0.9％

総務費

18.5％

民生費

27.0％

衛生費

8.7％
農林水産業費

8.5％

商工費

0.8％

土木費

7.8％

消防費

3.1％

教育費

13.7％

災害復旧費

3.8％ 公債費

7.2％

令和３年度 決算報告

歳出総額

歳入総額



国民健康保険特別会計（事業勘定）
令和２年度 令和３年度 １億２，９０６万円

歳入 １３億４，５３９万円 １４億３，９８５万円 １億　　３２３万円

歳出 １２億５，５９１万円 １３億６，１０５万円 ９，４２３万円

差引額 ８９，４８万円 ７，８８０万円 民生費
国民健康保険特別会計（直診勘定） ４億２，７７１万円

令和２年度 令和３年度 ３億７，８４４万円

歳入 ９８１万円 ８３４万円 １億３，２４３万円

歳出 ９８０万円 ８３３万円 １億　　７９６万円

差引額 １万円 １万円 衛生費
後期高齢者医療特別会計 ２億９，４３１万円

令和２年度 令和３年度 １億３，０５７万円

歳入 １億５，４６０万円 １億５，５６９万円 ６，９９７万円

歳出 １億５，３５４万円 １億５，４４４万円 ３，２８２万円

差引額 １０６万円 １２５万円 農林水産業費
介護保険特別会計 中山間地域等直接支払制度交付金 １億　　３０６万円

令和２年度 令和３年度 多面的機能支払交付金 ９，２８３万円

歳入 １６億　　６７６万円 １６億６，５５８万円 造林事業 ７，３２５万円

歳出 １５億　　１０７万円 １５億３，１４０万円 地籍調査事業 ７，２２９万円

差引額 １億　　５６９万円 １億３，４１８万円 農業経営高度化支援事業 ４，１２０万円

久米財産区特別会計 商工費
令和２年度 令和３年度 多良木町商工会運営補助 ９９８万円

歳入 １，２１０万円 １，６５９万円 ８００万円

歳出 ９８６万円 １，４０１万円 土木費
差引額 ２２４万円 ２５８万円 社会資本整備総合交付金事業 ２億３，１８２万円

下水道事業特別会計 道整備交付金事業 ６，１５５万円

令和２年度 令和３年度 町営住宅建設事業 ６，４２８万円

歳入 ３億１，４６０万円 ３億１，４６２万円 消防費
歳出 ２億９，９８７万円 ２億９，０９６万円 上球磨消防組合負担金 １億６，８９５万円

差引額 １，４７３万円 ２，３６６万円 球磨川水系防災・減災事業 ３，４６９万円

上水道事業特別会計 耐震性貯水槽設置事業 ７６１万円

収益的収支 令和２年度 令和３年度 消防積載車更新事業 ６６９万円

収入 １億８，３９０万円 １億８，２３３万円 教育費
支出 １億５，６６８万円 １億５，１１４万円 ７億３，５３０万円

差引額 ２，７２２万円 ３，１１９万円 ３，７６０万円

資本的収支 令和２年度 令和３年度 １，４７７万円

収入 １５２万円 ２８４万円 １，４４１万円

支出 ８，９９７万円 ８，７３８万円 災害復旧費
差引額 △８，８４５万円 △８，４５４万円 １億１，１７４万円

３，５８５万円

１億５，５２６万円

公債費
６億　　１２６万円

　

多良木町 財政再生基準

実質赤字比率 － ２０％

連結実質赤字比率 － ３０％

実質公債費比率 ７．８％ ３５％

将来負担比率 ３．３％ －

※実質赤字比率と連結実質赤字比率は赤字がないため、比率は発生しません。

※資金不足比率については公営企業会計に赤字がないため、比率は発生しません。

中学校校舎改築事業

教育・保育給付費事業

令和３年度の主な事業費
総務費
庁舎空調・換気設備整備事業

ふるさと納税推進事業

くらし応援券発行事業

観光協会運営補助

介護・訓練等給付事業

子育て世帯への臨時特別給付金給付事業
住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業費

人吉球磨広域行政組合負担金（ごみ処理施設等）

球磨郡公立多良木病院負担金

新型コロナウイルスワクチン接種事業

子ども医療費扶助事業

特別支援教育支援員配置事業

文化財保護事業

学校給食費補助事業

※資本的収支の不足額については、当年度損益勘定留保資金、
減債積立金処分額で補塡しています。

林業用施設災害復旧事業

公共土木施設災害復旧事業

起債(借入金）の償還

農業用施設災害復旧事業

３５０％

　自治体の財政を適正に運営することを目的として、国では平成１９年に財政健全化法を定めました。

　この法律は、新たな財政指標により、早期健全化と財政再生の２段階で自治体の財政悪化をチェックするとともに、特別会計

や公営企業会計も合わせた連結決算により、自治体の財政状況を明らかにしようとするものです。

　この財政指標では、早期健全化基準（黄信号）と財政再生基準（赤信号）が定められ、さらに上・下水道などの公営企業会計

についても個別に経営健全化基準（黄信号）が定められています。

　平成２０年度の決算からは、この指標のいずれかが基準を上回った自治体には、財政の健全化に向けた計画の策定など、さま

ざまな制約が課せられます。

　令和３年度の決算に基づく算定の結果、多良木町では、いずれの指標も早期健全化基準を下回る数値となっています。

早期健全化基準

１５％

２０％

２５％

特別会計の決算

財政健全化判断比率の公表について


